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図表ＢＩＴ化の費用・効果
図表９合理的信頼と関係的信頼
(出所：真鍋，2002-3）
1３１
費用 効果
イニシャルコスト ランニングコスト
直接的効果
長期的効果 短期的効果 間接的効果
・コンピュータ
取得費
●
賛
端末器材取得
・ソフトウェア
開発費
● 局舎設備（電
力設備i・空調設
備・建物等）
･償去'1賛
･保守澱
･回線使用料
･電力費
● 人件弾
･消耗品費等
・取引コストの
削減
・通信コストの
削減
● 事務処理，業
務処理の省ﾉ]化
● 人件費
賀の削減
物件
● 事務処理，業
務処理の正確化，
迅速化
● データの有効
活用
● 資金運用の効
率化
･顧客サービス，
顧客管理の充実
．新しい事業分
野への展開
● 手数料収入の
確保
● 企業競争力の
維持，強化
背景 視野 信頼の根拠
合理的信頼 経済的合理性 短jlJl的自己利益
市場・製品
客観的事実
関係的信頼 継続的関係性 ﾙ|朏統的共存共栄
関係特殊`性
主観的判断
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また港も，次のように企業間の信頼が取引コストを削減すると指摘している22)。
「事実〆企業間の信頼に基づく取引は，多くの労力を必要とする複雑な契約
書作成費用を大きく節約させるであろう。また機会主義行動のリスクが高い
取引特定資産投資を促進させる効果も大きい。さらに，設計段階から特定サプ
ライアとの取引を確定させる早期発注を可能にしサプライアの知恵を盛り込
んだ『承認図』発注も促進されるという効果も大きい。このように，信頼は取
引費用が大きく本来は企業間分業が困難な領域において，取引費用を消滅し分
業の利益を得させるのである｡」
そして，信頼の重要性に対して，次のように述べている23)。
「このことは企業間分業の重点が物的財中心から知的財へのシフトをはじめ
ていることを含意している。同時に，生産技術進歩によってその必要性を低下
させた双務的信頼が，企業間分業において知的財生産の比率が高まることに
よって信頼の重要』性が再び高まることを含意している｡」
さらに，次のような見解もある24)。
「日本の企業間関係でしばしば見られる長期的・無限定的・個別的な相互コ
ミットメントは，さまざまな媒介の機会や制度（intermediary）を設けること
によって企業間での境界を超えたマネジャー間の多元的なネットワークにおけ
る濃密な社会的交換によって発展させられている。こうしたコミットメント
は，契約を超えた相互発展を志向する「善意に基づく信頼」の関係と特徴づけ
られてきた。この信頼関係は，たんにリスクを共有するにとどまらず，質的に
特異であり，製品開発や品質改善に見られるように不確定な将来での発展に
ついても，現在の契約を超えて協力し合うものである｡」
これまでの考察から明らかなとおり，企業間において信頼を醸成することが
つながりを強化するための「促進剤」となることを改めて認識すべきであろう。
3．企業間の「つながり」の現状とインプリケーション
企業間のつながりを巡る諸相に関する考察を前節で行った。そこで本節で
－１３２－
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'よ，それらを踏まえて筆者が行った実態調査結果によって，企業間のつながり
の現状に対して検討をさらに加えることにしよう。
企業間のつながりを構築するにはＩＴを有効活用した情報共有が不可欠とな
ることは言うまでもない。例えば港はこの点に関連して，「社会的信頼の醸成
度は`情報共有度の関数であると言えよう」としている25)。
ともかく，それにはつながる企業のぞれぞれが社内の情報共有化にどの程度
取り組んでいるのかが，まず重要なポイントとなる。なぜならば，その取り組
みが活発な企業ほどＩＴ化への親和`性が高く，必然的に外部志向』性も強まると
考えられるからである。
そこで，社内の`情報共有化に関する状況を見てみると，「かなり行っている」
が22.8％，「やや行っている」が45.5％と，肯定的回答が約70％，その一方で，
｢まったく行っていない」が0.8％，「あまり行っていない」が４９％であり，全
体的傾向としては社内の情報共有化は既に多くの企業で推進されていることが
分かる26)。
例えば花王は，1978年，花王生活科学研究所（現・消費者相談センター）の
消費者相談システムとして「エコーシステム」（EchoofConsumefsHelpful
Options）を開発している。これはたんに消費者の相談に応えるだけではなく，
その内容を新製品開発にフィードバックしたり，統計処理して経営戦略の立案
にも役立てるものである。
同システムに入力された相談内容は，経営陣や研究開発部門だけでなく，各
事業部，生産・物流・販売部門でも閲覧できる。各部門が問題解決に向けてセ
ンターと議論するなど，リスク情報を全社で共有する役割も果たしている。
このように，エコーシステムによって，地域の制約を超えた』情報共有やマー
ケティング活動を推進し業務の効率化に取り組んでいるのである27)。
さらに社内の情報共有化の内容を具体的に見てみると，「売上情報」がもっ
とも回答比率が高い（|刹表１０)。次いで，「在庫情報｣，「生産,情報」「納期情報」
｢出荷`情報｣，「クレーム情報」が続く。他方，「信用管理情報｣，「開発・設計|青
報｣，「市場情報」は低い。これらの情報はそれ目体が持つ』性質上，本来的に限
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られた関係者のための情報であり，「クレーム情報」を除けばその殆どが計数
データで，社内の情報共有化に関しては一応，広い範囲で行われていると判断
することができる。
図表１０社内の情報共有化の内容（％）
それに対して，企業間の情報共有化に関しては，「かなり行っている」が
3.3％，「やや行っている」が268％で，肯定的回答は30.1％である。他方，「まっ
たく行っていない」が6.5％，「あまり行っていない」が268％であり，否定的
回答は33.3％で，やや肯定的回答を上回る結果となっており，明らかに企業間
の「つながり」は社内のそれと比べて遅れている感がある。
しかも，後述のパートナーシップに関する調査結果と考え合わせると，将来
的にも企業間の情報共有化は，社内の情報共有化ほどには広範囲に及ぶ可能`性
は低いことが再確認される。
ちなみにＩＴ化にともなう外部との協力体制（産学協同，異業種交流等）
の有無を聞いたが肯定的回答は25％に止まっており，それに対して否定的回
答は739％を占めている。
－１３４－
売上情報 8４．５
在庫情報 7１．４
生産情報 6７．９
納期情報 ６１．９
出荷情報 5７．１
クレーム'情報 5３．６
技術情報 4７．６
市場情報 3３．３
開発・設計'情報 ３ＬＯ
信用管理'情報 ２５．０
その他 4.8
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そこで外部との協力体制の経験を持つ企業にその効果を聞いたが，７４％の企
業が肯定的回答を寄せており実効性があることが改めて認められる。他方で，
否定的lp1答はわずか６％強に過ぎなかった。
そもそも社内の`情報共有化も含めて，実効`性のある情報共有化の実施それ自
体が必ずしも容易ではない。ちなみにRockart＆Shortはネットワーク化する
ことができ，しかもそうすることが有益な作業に対するネットワーク的なアプ
ローチの重要な条件として，以下を挙げている28)。
①目標の共有
②専ｌ１ｌ知識の共有
③作業の共有
④意思決定の共有
⑤タイミングと問題の優先順位の共有
⑥遂行責任，結果責任，信頼の共有
⑦認識と報酬の共有
これらの条件を充実させることは容易ではないことは自明であろう。まし
て，企業間の情報共有化ともなればその難しさはなおさらである。いずれにせ
よ，多くの企業は外部に対するオープンな姿勢を実現するというＩＴ化の本来
的な強みをまだ十分には享受しておらず，その点でさらなる積極的な取り組み
が強く求められる。
そこで，企業間の情報共有化の内容を具体的に見てみると，図表11のような
結果が得られている。「生産情報｣，「在庫情報」がともに50％強と比較的多い。
次いで，「}１１荷情報｣，「売上情報｣，「納期情報」と続く『，他方で，「市場情報」
｢技術情報」「信用管理情報」「|州１発・設計''１１i報」は少ない。
全体的に，この調査結果は，社内の情報共有化の場合とほぼ''1様な傾向と
なっている。既に見たように企業Ⅱ'１の情報共有化は社|人Iの情報共有化と比較し
てその取り組みは明らかに遅れており，創発的効果を意図した展開までにはま
だ必ずしも至っていない。後述のパートナーシップの相手先属`性との関連で言
えば，１１１１梓者は「音Ｍ１・資材メーカー」をもっとも多く挙げており，そのこと
1３５
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が調査結果に反映していると思われる。
図表１１企業間の情報共有化の内容（％）
ここで重要なポイントとなるのが，企業間におけるパートナーシップであ
る。次の指摘にもあるように，パートナーシップは経営環境の大きな変化にと
もなって多様な展開を見せているのである29)。
「1990年代に入り日本の流通業界においてもメーカーと小売業，卸売業と小
売業の問でのパートナーシップが出現している。このようなパートナーシップ
は，ロジスティクス，商品開発，販売促進など多分野において行われている。
なかでもロジステイクスにおけるパートナーシップは輸送・保管などのコスト
削減のみならず，販売`情報の生産や販売などの計画やマーチャンダイジングヘ
の反映が可能である。このような状況は，大手小売業とメーカーとの間で価格
決定権の争奪を中心として対立した時代と比較すれば，流通業界は大きく転換
をしているといえる｡」
以上の基本的な認識を踏まえて，パートナーシップに係わる我々の調査結果
を見ていくと，まず，他社とのパートナーシップ形成については，「パートナー
－１３６－
生産，情報 5６．８
在庫情報 ５１．４
出荷情報 48.6
売上情報 459
納期情報 45.9
クレーム'情報 24.3
開発・設計情報 1８．９
信用管理情報 1６２
技術情報 1３．５
市場情報 8」
その他 1０．８
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シップを現在，形成している」が385％，「パートナーシップの形成を検討し
たい」が32.0％と，約70％がパートナーシップに対して前向きの姿勢を示して
いる。一方で，「今後もパートナーシップの形成は考えない」も26.2％になっ
ている。
さらに具体的にパートナーシップの相手先に関しては，「部品・資材メー
カー」がもっとも多い（図表12)。次いで，「顧客｣，「同業者」が続く。一方，「小
売業」が目立って少なく，「ディーラー｣，「異業者」が続いている。これらの
回答結果から，後述の調査結果も含めて既成のパートナーシップ形成は，いわ
ゆる系列関係に見るような従来型の協力関係が主となっている状態がうかがえ
る。
図表１２パートナーシップの相手先（％）
またパートナーシップの内容については，「販売の効率化」がほかと比較
して高い数値を示している｡次いで，「在庫調整｣，「資材調達先の検討」が続
いている。一方，「最適な売り場lHi積づくり」，「新規市場の開拓｣，「新規事業
への進出｣，「流通チャネルの拡充」は低い（図表13)。これらの結果を見ても，
パートナーシップの形成を「新規市場の開拓」や「新規事業への進出」といっ
た新たな戦略行動に必ずしも結び付けているわけではないことが分かる。
これまでの調査結果から，多くの企業がパートナーシップに対する取り組み
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部品・資材メーカー 6２．５
顧客 4５．８
同業者 ４１．７
物流業者 2０．８
異業種企業 1４．６
ディーラー 1２．５
'１，売業者 2.1
その他 6.3
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図表１３パートナーシップの内容（％）
に前向きな姿勢であることがうかがえ，その効果も，「かなり効果を上げてい
る」が125％，「やや効果を上げている」が75.0％と，８０％強が一定の効果を認
めている。その一方で，「あまり効果は上がっていない」「まったく効果は上
がっていない」という否定的回答は皆無だった。
これらのことから，既述したように系列関係を典型とする旧来のつながりが
現在も継続しており，実効`性を保っていると考えられる。
以上のことから，次のような特徴を指摘することができる。
①ＩＴ化それ自体は一応の進展がうかがえるが，十分な対外向け活用にまで
は必ずしもまだ至っていない。
②ＩＴの社内向け活用という点でも，コミュニケーション・ツールの機能が
依然として十分に発揮されているわけではない。
③ＩＴ化という観点を別にしても，全体的に見て外部志向性それ同体は必ず
しも高いとは言えない〕
－１３８－
販売の効率化 5６．３
在庫情報 3９．６
資材調達先の検討 3７．５
製品開発 2２．９
研究開発 1８．８
需要急変への目|]応 1６．７
海外事業展開 1０．４
新規市場の開拓 6.3
新規事業への進出 6.3
流通チャネルの拡充 6.3
最適な売り場面積作り
その他 4.2
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ところで改めて言えば，ＳＣＭを巡る動きが近年，一段と活発化しつつある。
SCMの取り組みではペーパーレス取引による作業の削減．経費節約だけでな
く，情報共有化によるメリットが多くもたらされているという報告が以前より
なされている。
例えば次の見解にもあるように，ＳＣＭをはじめとして情報共有の深化を特
徴とする企業間ネットワーク化による企業間協力は従来と比較すると，広範囲
なかたちで進展しつつある30)。
「日本やイタリヤの下請け関係だけでなく，米国でも，外注企業．製造企業．
流通企業・小売企業・顧客との間に相互依存関係が重視されるようになってき
た。特に外注企業との関係では，品質・数量・納期・価格・サービスでの協力
を含めたＪＩＴ納入や，相手の敷地内でのオフィス開設，トレードシークレッ
ト共有，特許のクロスライセンス，設計・開発を含む長期計画への参加といっ
た協力関係も現れるようになってきた｡」
このように現在，企業間の相互依存性は従来以上に強く志向されているので
ある。但しパートナーシップについての調査結果にもうかがえたが，異企業
との関係`性を強化しようとする取り組みは依然として必ずしも十分なかたちで
展開されているわけではない。また，次のような見解がある3D。
「SCMを導入している企業の取引関係は，実際にはどのように変化している
のだろうか。（中l略）
これらの取引変数について，特定の取引ﾎ'１手と|Ⅱじた関係にあるクローズド
化傾向と取り|先を拡大させるオープン化傾向を表す指標に分類すると，ＳＣＭ
を導入している企業は，取引関係をクローズド化へとシフトさせている。比較
的少数相手に対して集｢|'的に取り|を行う。また継続性も強化することによっ
て，企業間の連携を強め，情報の伝達．共有を実現しようとしているといえる。
SCMでは企業|川の情報伝達や共有が成功要|利の一つとしてあげられる。い
くらＩＴの発達によってより大きな`情報堂をよりスピーディに伝達．共有する
ことが可能になったとはいえ，取引関係についても濃密なコミュニケーション
を行いやすい形態へとシフトさせているといえる｡」
－１３９－
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以上に見てきた諸事情を踏まえて，以降でＳＣＭにかかわる調査結果を具体
的に見ていこう。
ＳＣＭの導入目的に関しては，「コストの削減」がもっとも多く，「在庫の削
減｣，「リードタイムの縮小」が続いている（図表14)。一方，「新製品の開発力
の向上｣，「他社との差別化の推進」は少なかった。当然のことながら，多くの
企業がＳＣＭの本来的に果たすべき役割に沿ったかたちで導入していることが
改めて確認される。
図表１４ＳＣＭの導入目的（％）
ＳＣＭの導入効果については，「かなり効果を上げている」が3.5％，「やや効
果を上げている」が35.3％と，肯定的回答は40％近くになっている。一方，「あ
まり効果は上がっていない」が8.2％，「まったく効果は上がっていない」が
－１４０－
コストの削減 7６．２
在庫の削減 ６９．０
リードタイムの縮小 6９．０
顧客満足度の向上 4６．４
競争力の向上 4２．９
売上機会の拡大 2５．０
顧客価値の向上 1６．７
売上利益率の向上 1６．７
製品品質の向上 1５．５
需要と供給のバランス 1４．３
キャッシュ・フローの向上 １３．１
取引先との関係改善 13.1
他社との差別化の推進 9.5
新製品の開発力の向上 8.3
その他 1.2
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2.4％と，約１０％が否定的回答を示している。このように，肯定的回答が否定
的回答を明らかに上回っており，一定の成果が認められる。
以上，実態調査結果を踏まえて企業間のつながりの現状分析を行ってきた。
そこでは企業間で格差はあるものの，この取り組みが一応行われていることが
確認された。
しかし情報共有化の観点で見ると，社内の情報共有化は着実に進展している
ものの，企業間の,情報共有化に対しては約３分の１の企業が取り組んでいるに
過ぎなかった（しかも，その程度に差があることに留意しなければならない)。
ここで重要な点は，企業間の情報共有化ひいては企業間のつながりがむし
ろ限定的なことである。すなわち，ＥＣにその典型を見るようにインターネッ
トの著しい普及にともない様々なかたちで企業間及び企業・消費者問の関係
の構築がうかがえるが，企業間の場合，相互依存関係は従来以上に重視される
ようになってきてはいるが前出の指摘にもあったようにネットワーク先の
対象が絞り込まれている傾向もうかがえるのである。
前節でＴＣＣに係わる実態を明らかにしたが，次の指摘にもうかがえるよう
に企業間のつながりを構築するうえで不可欠となるＩＴ化への取り組みは全
社レベルでの重要な課題である32)。
「技術の存在自体によって，企業の情報改革が始まるわけではない。企業の
情報文化を変えるためには，情報にかかわる基本的な行動，態度，価値，マネ
ジメント上の期待，インセンテイブを変えなければならない。それが変わらな
ければ，ただ既成の行動様式を強化する方向に作用するだけである。しかしほ
とんどの企業では，適切な技術を導入すれば，必ず情報共有行動が形成される
と信じこんでいる。（中略）結局のところ技術は，情報時代の救世主でもなく，
守護神でもない。それどころか最悪の場合には我々に害をもたらし，誤った方
向に導くことになる。しかし新しいシステムは，正しく活用すればビジネスに
真の変革をもたらすのである｡」
－１４１－
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４．おわりに
以上，企業間のつながりに関する現状に関して考察を行ってきた。その結果，
企業間のつながりの進展は一応見られるものの，企業間での情報共有化は依然
十分なものではないことが確認された。
その背景にはいくつかの要因が考えられるが，もっとも重要な点は，ＩＴ化
の実効性を高めるにはあくまでも地道な業務改革に取り組み，既に指摘してき
た点を注意深く思慮しながら業務の標準化や効率化に眼を向けるべきことであ
る。すなわち，たんにＩＴを導入するのではなく，経営革新と－体となって推
進する必要がある。なぜならば，ＩＴ化それ自体が目的化してしまう場合も決
して少なくないからである。こうした過失を回避するためには，トップマネジ
メントによるＩＴ化の明確なビジョン，目標等の明示が必要となる。
また，既に指摘したようにＩＴ化する以前に社内にＩＴ化を受容する風土が
醸成されているか否かも，ＩＴ化の成否を決定づける大きな要因となる。
これらの事情を企業経営というコンテクストのなかで改めて考えてみると，
組織とＩＴとの相互作用という観点で受け止める必要があることが明らかであ
る。例えばMortonはこのことについて次のように指摘している33)。
「特定のIＴシステムの要求事項（例えば，動機付けレベル，知識や技能の
タイプや量，コミュニケーションと調整）を組織の能力に適合させる。逆に，
組織の要求事項（例えば，分権的意思決定，継続的な組織学習，挑戦的な職務，
魅力的なキャリアパス）をＩＴシステムの設計に適合させる｡」
さらにＩＴを基盤とする企業間関係の形成は，技術的側面においても，例
えば次のような要因を持つと思われる34)。
「パートナーを形成する重要な動機の一つは，システムの構築費用にある。
(中略）ネットワークの共有，顧客データの共有，共有アプリケーションの協
同開発がますます意味あるものとなる。共通の問題を解決しまた共通の機会
を活用するためにより多くの企業が時には競争相手も含む各種のパートナー
－１４２－
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と緊密に働く必要が出てきている。そして，このような関係は技術によります
ます実現可能なものとなっている。
ポーダレスやシームレスな企業にはまだ至らないが，技術の変化は我々を急
速にその方向に導いている｡」
以上に見たとおり，ＩＴ化の進展にともない，企業間のつながりの形成が促
される要因は少なくない。しかし，実際には既述したように企業間のつなが
りの形成は一部の先進的な事例を除けば必ずしもまだ十分ではない。
しかし外部環境要因の強い働きかけもあって，企業間のつながりの形成は
着実に進み，今後ますます普及していくと思われる。その場合にもっとも重要
になるのは，参加する企業の相互依存性が可能な限りいわゆるイコール・
パートナーシップで結び付く状況であろう。
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